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自然文化保全と経済発展の両立
パ ラ オ は1981年 の 憲 法 制 定

以来、伝統文化を支える自然環境
の保全とともに、漁業と観光によ
る国の経済発展を目指してきた。
2000年代に入ると保護区ネット
ワーク法（03年）やグリーンフィ
ー（09年）を、15年には海の聖域
法を導入し、環境観光立国を推進
した。観光は同国GDPの７割まで
発展した一方、急激な開発が環境
問題や社会問題をもたらした。こ
のような状況の下、16年２月、SPF
は日本財団と共にパラオ政府と覚
書を締結し、海上保安能力強化に

加え、環境配慮型ツーリズムの実
現に向けた協力を開始した。

環境配慮型ツーリズムの大目標
は自然環境と文化資源の保全と経
済的利益の両立だ。実際の活動は
コロール州における世界複合遺産

「ロックアイランド群と南ラグー
ン」の観光環境容量調査に基づく
管理方法の導入とバベルダオブ島
10州を対象とした地域密着型エ
コツーリズムの導入からなる。

観光環境容量調査に基づく管理
手法は、オーバーツーリズム対策
だ。自然科学調査に基づく客観的
指標と社会科学調査に基づく主観
的指標を基に、州、ステークホルダ

ー、観光客の三者が
協力し、自然環境を
持続的に観光利用し
ていくことを目的と
している。

地域密着型エコツ
ーリズムは、観光の
多様化を意識してい
る。地域住民が日常
生活、自然環境、伝統

文化、伝承、神話を活用する少人数
を対象とした観光手法である。地
域住民に誇りと経済的利益をもた
らしながら、適切な利用により自
然環境や文化資源を保全すること
を目的としている。

固定観念を打ち破る
事業開始当初、パラオではエコ

ツーリズムは単に自然を利用する
観光形態と理解されていた。また、
陸域から12海里までの資源は州
が管轄すると憲法に定められてい
るため、国と州の関係に対する配
慮も必要だ。そこで、塩澤英之主任
研究員（Interview参照）は国内
専門家委員会と、パラオの関係省
庁、NGOおよび専門家による助言
委員会を設置し、協議を重ね、①概
念の理解②フェノロジーカレンダ
ーを利用した日常生活からの観光
資源の発掘③ツアープラニングと
現地ガイド育成④マネージメント
強化の４ステップからなる地域密
着型エコツーリズム導入手法を構
築した。同手法に基づき、国とは観フェノロジーカレンダーの説明

実現に向けた
対話と実践、試行錯誤

パラオにおける
持続可能な観光

第1回
（公財）笹川平和財団（SPF）は、長期的な視
野と自由な発想に基づき、国際協力・理解を目
指す民間組織。高い専門性を持つ研究員が情
勢の変化に応じた迅速な活動を展開している。
太平洋島嶼地域では太平洋・島サミットの前身
となった会議も主催した。連載初回はこの地域
に焦点を当て、持続可能な観光とブルーカーボ
ンの取り組みを紹介する。

笹川平和財団の変革力 ー国際社会の課題解決に取り組む

神話と現実が交錯するバベルダオブ島南西部アイメリーク州。古代の人工丘ケズに佇む半神ミラドの娘
ネルブンズを象徴する石柱から、伝承とともに女性が受け継ぐマネービーズ “ウドウド”を形作る岩礁を望む
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光政策や法制度の観点から、州と
は資源の管理者の観点から、対話
と実践を繰り返した。これまで州
研修員と国の政府職員を対象とす
る日本研修は３回、住民参加型ワ
ークショップは30数回、日本人専
門家実地検証は20数回実施し、国
との意見交換は50回を超える。

日本研修では座学ではなく経験
と議論を重視した。日中はツアー
に参加し、夜は参加者全員が輪に
なり２分ずつ気づきを共有し議論
を重ねた。2016年の第１回研修
では、これを１カ月間毎日繰り返
し、参加者は自然環境の利用と課
題（西表島）、観光利用による遺産
の保全と現地ガイドの役割（熊野）、
地域住民の参画（鳥羽）、現地の食
や農業の活用やストーリーの重要
性（二戸）を深く理解していった。
研修後、国の首脳や閣僚、関係省庁
幹部、そして参加州首脳に個別に

成果を報告した。その後、各州で住
民参加型ワークショップを開催し、
州研修員がパラオ語で地域住民に
概念と目的を説明し、フェノロジ
ーカレンダーを作成した。その過
程で、地域住民は知見を共有し議
論を深めた。フェノロジーカレン
ダーから抽出される一つ一つの観
光資源は華やかなものではないが、
州研修員はそれらの点を伝承や神
話などのストーリーで繋ぐことで、
ツアー案を構築していった。

一連の活動は、パラオ政府によ
る責任ある観光政策枠組みと同
政策の実行に反映され、現地で活
動する台湾国際合作発展基金会

（ICDF）との協調も行われている。

新たな課題
2019年、ガッパン州など５州で

試験ツアーを実施し、20年３月に
はウェブサイトを構築、いよいよ

2003年以降、青年海外協力
隊員、専門調査員（いずれも
マーシャル）、SPF研究員、一
等書記官（フィジー）を経て、15
年11月より現職。海上保安、
持続型観光、トラック1.5／２
対話、対島嶼国戦略事業、多
層的地域秩序構造や情勢分
析を担当し、正確な情報に基づ
く相互理解の深化と課題解決
への貢献を目指している

I n t e r v i e w

パラオで環境配慮型ツーリズムを推進するために
は、観光環境容量調査に基づく管理手法と地域密
着型エコツーリズムの有効性と現実性を証明し、外
国資本や一部の国内有力者の努力で発展してきた
観光部門にパラオ政府や地域住民も参画し主導権
を持つように促す必要があった。そのため、現地のさ
まざまな立場の人 と々対話しながら、政治、経済、財
政、社会構造、伝統文化、自然環境、伝承、神話、人
的関係、政府省庁と民間機関の役割を俯瞰し、実施
手順を整えていった。特に注意を要したのは国と州
の関係だ。州は資源管理などの権限に国が介入する
ことを警戒しているからだ。

また、エコツーリズムの概念を変える必要があっ
た。地域密着型エコツーリズムは、地域住民が主導
し、日常生活、自然、伝統文化、伝承、神話など今あ
るものを活用するものであり、大規模な投資の代わ
りに知恵を使い、体験を求める環境意識の高い人々
の好奇心をくすぐるものだ。少数の観光客を対象と
する滞在型観光であり、直接地域住民に収入をもた
らす。この新しい概念を懐疑的に見る人も多く、大規

模な投資を行わないために関心を失う人々もいたが、
対話と協働を繰り返し、目に見える成果を共有して
いくことで理解者が増えていった。

地域密着型エコツーリズムが実現すれば、地域住
民の家計に新たな収入源が加わり、自然環境や文化
資源が適切な利用により保全され、地域住民の誇り
が高まり、伝承や知識は次世代に受け継がれていく。
また、自然環境の管理者である地域住民がその変
化にいち早く気づくようになり、小島嶼国の優位性
により、国、太平洋島嶼地域、国際社会に素早く共
有されるだろう。われわれとパラオの人々の取り組み
は、持続可能な島嶼社会の実現に貢献できるはずだ。

私はこの事業で実践してきた「課題の発見と共
有」「アイデアと実施方法の検討」「試行錯誤と協働」

「結果と証拠の共有」「地域住民による実践」の各段
階で人 と々粘り強く対話し活動を進める方法を「サイ
クル対話メソッド」と名づけた。丁寧な対話と行動は、
時間と手間を必要とするが、実務、政策、政治などの
レベルや分野を問わず重要であり、相互理解に基づ
く日本と太平洋島嶼国の関係深化のカギである。

「粘り強い対話と行動」が相互理解と関係深化のカギ

太平洋島嶼国事業担当
主任研究員
塩澤 英之氏

地域住民主導でツアーを開始する
というところでコロナ禍に見舞わ
れ、パラオは経済・財政危機に直面
し、観光も停止した。しかし、SPF
と協働してきたパラオの人々は、

「90年代の観光開発初期に戻った
だけだ」「数年後の観光再開に向け、
焦らず準備を進めよう」と前向き
な考え方を失わなかった。

パラオは、米国や台湾の支援を
得ながら、国内検査体制強化、ワク
チン接種、入国者の行動制限と管
理体制整備、住民への感染予防ガ
イドライン整備と指導など、一歩
一歩体制を整え、21年４月には試
験的に台湾バブルを開始した。

21年度もSPFはパラオの人々と
共にコロナ後の持続可能な観光の
在り方を追求し、コロナ禍で活力
が弱まった太平洋島嶼国の地域社
会の復興に向けた活動を引き続き
推進する。


